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介護経営のプロ“小濱道博”氏による「運営指導シリーズ」に
待望の令和6年度報酬改定対応版が登場！

おさえておきたい
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令和 6年度介護報酬改定対応

今さら聞けないお悩みをすぐに解決！この１冊で運営指導も怖くない！

K100DIC181

コラム　令和６年度介護報酬改定の総括（通所介護）
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令和６年度介護報酬改定の総括（通所介護）コラム

▪プラス改定と今回の大きな変更点
通所介護は 0.44％、地域密着型通所介護は 0.38％のプラスとなりました。ま
た、入浴介助加算Ⅰの算定要件に、入浴介助担当者への入浴技術研修が義務化
されたことが大きい変更点です。研修自体は、厚生労働省がビデオ講座と解説
書を提供していますので、それを活用すれば足ります。しかし、この算定要件
の変更を知らずに従来通りの提供を続けた場合には、運営指導で報酬返還とな
る事業所が増えるでしょう。また、入浴介助加算Ⅱについては、通所介護、通
所リハビリテーション共に、介護職員がカメラマン的な立ち位置で居宅訪問す
ることが可能となっています。ただし、あくまでも介護職員はビデオやテレビ
会議システム中継のカメラマンであって、評価やアドバイスは医師等が行うこ
とに注意すべきです。
通所介護の個別機能訓練加算Ⅰ（ロ）の算定要件である、機能訓練指導員２
人配置かつ１人が常勤専従である旨の要件が廃止となりました。これによって、
２人共に機能訓練の時間帯に配置する非常勤配置が可能となりました。同時に、
非常勤化で人件費が減少することから、加算単位が減額されました。この変更で、
リハ職を手厚く配置してきたリハビリ（機能訓練）特化型デイサービス（通所
介護）が減収となっています。しかし、それ以上に、常勤専従規定が壁となっ
て個別機能訓練加算Ⅰ（ロ）の算定ができなかった事業所が算定可能となりま
した。この場合には、20 単位の増収となります。例えば、午後から非常勤の機
能訓練指導員が勤務して、常勤で看護職員を配置した場合、看護職員を午前中
は看護職員、午後は機能訓練指導員とすることで、午後の時間帯は 2人体制と
なって個別機能訓練加算Ⅰ（ロ）の算定が可能です。
▪業務継続計画未策定減算の創設と LIFE（科学的介護情報システム）への対応
令和 6年度介護報酬改定において、業務継続計画未策定減算が創設されまし
た。介護施設と居住系サービスは３％、それ以外は１％の減算となります。訪
問系サービスと居宅介護支援は令和 7年 4 月からの適用です。それ以外のサー

ビスにおいても、感染症指針と災害対策計画が策定されている場合には同様の
扱いとなります。問題は、減算は算定要件であり、令和６年４月からの義務化
は運営基準であることです。運営指導において未策定が発覚した場合は、運営
基準違反として指導対象となり、令和 6年にさかのぼって減算が適用されます。
LIFE 関連では、すべての加算の LIFE への提出頻度が３ケ月に１度に統一さ

れました。また、LIFE 自体も令和６年 4月 10 日でこれまでの LIFE システム
が終了しています。令和６年 8月 1日から新たな LIFE システムが稼働します。
▪介護職員処遇改善 3加算の廃止と介護職員等処遇改善加算への一本化
令和 6年 6月からは、現行の介護職員処遇改善 3加算が廃止となり、新たに

創設される介護職員等処遇改善加算に一本化されます。特例として、令和 6年
度（令和 7年 3 月）末までは、区分Ⅴ（1）～（14）が設けられました。現時
点において処遇改善加算Ⅲ区分を算定するなどで、すぐには対応できない場合
を想定して、新加算の要件をクリアできない場合の特例措置とされています。
新加算のポイントは、令和 6年度に 2.5%、令和 7年度に 2.0% のベースアッ

プとするための措置が含められていることです。令和 6年からの新加算の算定
率には、2年分の賃上げ分を含んでいます。そのため、令和 6年 6 月に移行し
た段階で算定率は現行の 3加算と令和６年 2月からの支援補助金を合計した加
算率より高く設定となりました。
なお、介護職員等処遇改善加算の算定要件である職場環境等要件では、生産性

向上のための業務改善の取組みを重点的に実施すべき内容に改められています。
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運営指導の
通知が来て
しまった…

この加算の要件、
満たしているはずだけど
念のため確認したい

ポイントを絞った内容構成！
運営基準違反・報酬返還とならないために、「これだけ
は押さえておきたい」ところにフォーカスした解説なので
忙しい管理者でもすきま時間に読める！

❶

図解で視覚的に理解できる！
複雑で分かりづらい人員・利用者のカウントや、「常勤」、
「兼務」等の考え方について文章だけでなくイラストでも掲載！

❷

運営指導直前の確認に！
各要件をチェックボックス付きで確認可能！
さらに間違えがちなポイントや注意点を掲載しているので
漏れなく準備できる！
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本書のおすすめポイント
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第 2 章　介護報酬の算定要件
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（6）生活機能向上連携加算

〈チェック事項〉

1  外部の理学療法士との連携
□  理学療法士等は、外部から派遣されているか□  事業所間で業務委託契約書はとりかわされているか

2  個別機能訓練計画の作成・実施
□  理学療法士等は利用者の状況を把握した上で機能訓練指導員等に助言を行っているか
□  理学療法士等の助言に基づき、事業所の機能訓練指導員等が共同してアセスメントを行い、計画を作成しているか
□  利用者ごとに計画が作成されているか
□  計画の目標は、利用者や家族の意向、担当ケアマネジャーの意見をふまえて策定されているか
□  身体機能又は生活機能向上を目的とする機能訓練の項目を準備し、機能訓練指導員等が計画的に機能訓練を実施しているか□  個別機能訓練の記録を利用者ごとに保管しているか

◦「理学療法士等」とは、訪問リハビリテーション事業所、通所リハビリテーション事業所、リハビリテーションを実施している医療提供施設（病院※、診療所、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師をいいます。理学療法士等は同一法人でも可能です。※病院は、次の条件のいずれかに該当するものに限ります。　・許可病床数が200床未満
　・病院の半径４km以内に診療所がない

◦理学療法士等の通所介護への助言等の依頼については、派遣元のデイケア等と業務委託契約書をとりかわして業務委託料を支払うことが想定されます。

◦「機能訓練指導員等」とは、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員、その他の職種の者をいいます。
◦外部の理学療法士等は、通所リハビリテーションなどのサービス提供の場で、又は ICT を活用したテレビ電話や動画等によって、利用者の状態を把握した上で、通所介護事業所の機能訓練指導員等に助言を行います。◦事業所では、外部の理学療法士等からの助言を受けることができる体制を構築して、助言を受けた上で、機能訓練指導員等が生活機能の向上を目的とした個別機能訓練計画を作成します。
◦目標については、利用者や家族の意向、担当ケアマネジャーの意見もふまえて作成し、できるだけ具体的でわかりやすい目標とします。◦事業所では日々のサービス提供の中で計画的に機能訓練を実施します。個別機能訓練計画の作成だけで加算は算定できません。

1   外部の理学療法士との連携

2   個別機能訓練計画の作成・実施

3 加算　（6）生活機能向上連携加算

　通所介護事業所の職員と外部の理学療法士等が連携して、機能訓練のマネジメントをした場合に算定する加算です。

生活機能向上連携加算（Ⅰ） 100単位／月生活機能向上連携加算（Ⅱ） 200単位／月※

※個別機能訓練加算を算定している場合は100単位／月

生活機能向上連携加算（Ⅰ）　外部のリハビリテーション専門職等が通所介護事業所を訪問せずに、利用者の状態を把握し助言した場合に算定します。
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●定価：2,860円（本体2,600円＋税10％）［コード095448］
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令和６年度介護報酬改定対応 運営指導はこれでＯＫ！
おさえておきたい算定要件【通所介護編】

また、お買い上げ合計金額5，000円（税込）未満のご注文については、国内配送料550円（税込）にてお届けいたします。

※現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、
　代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。

勤務先
自宅

会社・
事務所
個人（私用）

請求先 （公用）事業所名
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はじめに●今後の介護事業における加算算定の重要性
運営指導の「リスク」は何か
コラム●令和 6年度介護報酬改定の総括（通所介護）

第 1章　人員・設備・運営基準－指定取消しにならないために－

1 人員基準
●指導事例 1　常勤専従の生活相談員が別の事業所に勤務
2 設備基準
●指導事例 2　不正請求の金額が 7万円でも指定取消し
3 運営基準
　（1）運営規程、重要事項説明書、契約書
●指導事例 3　人員配置や定員超過についての虚偽の報告・答弁
　（2）個人情報利用の同意書
　（3）運営推進会議（地域密着型通所介護のみ）
　（4）その他の運営基準
　（5）ケアマネジメントプロセス
　（6）会計の区分
　（7）介護サービス事業者経営情報の公表義務

第 2章　介護報酬の算定要件 －報酬返還にならないために－

1 通所介護費
　（1）通所介護費
●指導事例 4　サービス提供時間を短縮せずに通所介護費を請求
　（2）地域密着型通所介護費、療養通所介護費
2 減算
　（1）定員超過利用減算
　（2）人員基準欠如減算

●指導事例 5　生活相談員の不在と定員超過の常態化
　（3）事業所と同一建物内の利用者へのサービス提供
　（4）送迎未実施減算

●指導事例 6　利用者を車内に拘束していた
　（5）高齢者虐待防止措置未実施減算
　（6）業務継続計画未策定減算

3 加算
　（1）感染症等への対応加算（基本報酬への 3％加算）
　（2）延長加算
●指導事例 7　サービス提供時間中の医療機関の受診
　（3）中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算
　（4）入浴介助加算
●指導事例 8　清拭で入浴介助加算を請求
　（5）中重度者ケア体制加算
　（6）生活機能向上連携加算
●指導事例 9　個別機能訓練計画なしで個別機能訓練加算を算定
　（7）個別機能訓練加算
●指導事例 10　実際には勤務していない機能訓練指導員を配置
　（8）ADL維持等加算
　（9）認知症加算
（10）若年性認知症利用者受入加算
（11）栄養アセスメント加算

●指導事例 11　アセスメントの記録がない
（12）栄養改善加算

●指導事例 12　介護保険サービスを提供しない日に入浴介助加算
（13）口腔・栄養スクリーニング加算
（14）口腔機能向上加算
（15）科学的介護推進体制加算
（16）サービス提供体制強化加算
（17）介護職員等処遇改善加算
4 算定の手続き
　（1）「介護給付費算定に係る体制等状況」届の提出
　（2）請求、給付管理、過誤申立
　（3）値引きと不当値引きの考え方

第 3章　介護保険外の料金、サービスとの関係

　（1）その他の日常生活費
　（2）外出でのサービス提供
　（3）高齢者住宅併設の場合
●指導事例 13　生活相談員が高齢者住宅の夜勤業務に従事
　（4）お泊りサービス
　（5）共生型サービス
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